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１．はじめに 

現行の道路橋示方書（以下，道示）の耐荷力曲線は，1980 年の改訂において制定されたものである．その

根拠となった実験データは 1970 年代以前のものであり，その後，鋼材の使用環境は大きく変化した．まず， 

1996 年には耐候性鋼を除く鋼材の適用板厚の上限が 50 mm から 100 mm に変更された．しかし，1980 年に耐

荷力曲線を決定するために参照された実験データは，主に板厚 22 mm 以下の結果であり，現在使用されてい

る厚板の影響が反映されていない．さらに，2008 年には橋梁用高性能鋼 SBHS が JIS 化されたが，これらの局

部座屈強度に及ぼす影響も十分に検討されていない 1)． 

文献 2)では，厚鋼板の溶接残留応力が鋼桁の強度に与える影響につ

いて検討された．しかし，対象とした鋼 I桁橋フランジの鋼種は SM520，

自由突出板の板厚は 50 mm と 88 mm であり，幅厚比パラメータはそ

れぞれ 0.51 と 0.33 である．つまり，限定された情報しか得られてい

ない．また，新たな鋼材である SBHSの溶接残留応力計測についても，

現状では疲労耐久性を検討する目的で行われており，得られている残

留応力は溶接近傍の鋼材表面の局所的なものである 3)．  

そこで，本研究では，はじめに，SBHS の溶接残留応力分布の把握

に向けて，SBHS500 を使用した溶接継手試験体を製作して溶接残留応

力分布を計測する．次いで，得られた残留応力分布から有限要素解析

に導入しやすい残留応力分布モデルを作成する．そして，この残留応

力分布が自由突出板の耐荷力に対して与える影響を検討する． 

２．残留応力計測 

試験体は図 1に示す文献 2)と同種のものとした．試験体の諸量を表

1 に示す．ここでは，フランジの板厚 t のみを変化させており，それ

ぞれの試験体を一体ずつ製作した．残留応力の計測は機械式切断によ

る応力解放法で実施した．具体的には，図 1に示す計測位置にゲージ

長 3 mm の一般用一軸ひずみゲージを貼り付け，試験体を切断した際

に解放されたひずみと逆符号のひずみが試験体に残留していたもの

として，これに鋼材のヤング率（= 200 GPa）を乗じて残留応力とする． 

表 1 試験体諸量 

フランジ 

板厚 t mm 20 50 70 
鋼種 － SBHS500 

降伏点* σy MPa 538 568 537 
幅厚比パラメータ R － 1.63 0.67 0.47 

ウェブ 

板厚 mm 20 
高さ mm 20 
鋼種 － SBHS500 

降伏点* MPa 538 

溶接脚長 mm 7 10 12 
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図 1 試験体 
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図 2に，計測結果と断面内の三次元的な自己釣り合い 2)を考慮した残留応力分布のモデルを示す．同図から

板厚が 50 mm と 70 mm の試験体では，ウェブ直下（原点）における上下面の応力の正負が異なり，下面で圧

縮応力となっている．これは既往の結果 2)と同様の傾向である． 

３．自由突出板の耐荷力解析 

板厚方向に分布する残留応力を考慮して鋼部材の耐荷力解析を実施するためにはソリッド要素を用いる必

要がある．まず，(1) シェル要素を用いた耐荷力解析を実施し，既往の耐荷力曲線との比較を通じてソリッド

要素を用いる解析の参照とする．次いで，(2) ソリッド要素を用いた耐荷力解析を実施して板厚方向の残留応

力分布が耐荷力に与える影響を見る．鋼材の構成式は折れ線モデル 1)とした．また，載荷などに伴うソリッド

要素の局部変形を防止するために，弾性体としたシェル要素の鋼板を境界条件と載荷を与える面に節点共有で

設置した．初期たわみ，境界条件，載荷方法などは文献 1)に従う．図 3に耐荷力解析結果をフランジ厚が 50 mm

の場合について示す．残留応力分布を板厚方向に一定とした図(a)と(b)の結果を比較して，弾性体シェル要素

の板厚を 3 mm と決めた．次に，残留応力分布を図 2(b)として耐荷力解析を実施したところ図 3(c)を得た．

図 3(b)と図 3(c)を比較すると，板厚方向の残溶接留応力分布は，自由突出板の耐荷力に対して影響を与えな

いことが分かる．これは，残留応力が板厚方向に大きく変化するのはウェブがフランジに取り付く，引張残留

応力が卓越する部分であり，固定度が大きい．また，ウェブが取り付く部分からフランジ両端の間で見られる

圧縮残留応力の大きさはフランジの上下面で相違が見られないためと考えられる． 

４．まとめ 

本研究では，SBHS の溶接残留応力分布の把握に向けて，SBHS500 を使用した溶接継手試験体を製作し，機

械式切断法により溶接残留応力分布を計測した．次いで，得られた残留応力分布を用いて，板厚方向の残留応

力分布が自由突出板の耐荷力に対して与える影響について検討した．その結果，今後のさらなるデータの蓄積

は必要であるものの，厚板で見られる板厚方向の残溶接留応力分布は，自由突出板の耐荷力に対して影響を与

えないことが確認された． 
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(a) 板厚：20 mm              (b) 板厚： 50 mm               (c) 板厚：70 mm 

図 2 残留応力分布のモデル化 
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(a) シェル要素でモデル化       (b) ソリッド要素でモデル化    (c) ソリッド要素でモデル化 

（残留応力分布：板厚方向一定） （残留応力分布：板厚方向一定）  （残留応力分布：板厚方向分布）

図 3 自由突出板の耐荷力解析結果（板厚：50 mm，図中の福本式と宇佐美式は文献 4）,5)） 
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